
平成 29 年 ３ 月

平成 28 年度 平成 37 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,090 円 3,409 円

3,090 円 3,399 円

3,010 円 3,308 円

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（全部適用）平成14年４月１日

農　業　集　落　排　水　事　業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

事 業 名 ：

策 定 日 ：

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

23.6人/ｈa
(平成27年度末）

１箇所

無

処 理 区 数 １区

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　平成28年度に策定した、北九州都市圏域連携中枢都市圏ビジョンに基づき、下水道事業の広域化につい
て検討を行う予定としています。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成27年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成27年度

平成26年度 平成26年度

平成25年度 平成25年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　平成14年４月の供用開始時から、経営の安定性の確保及び大量排出者に対する排出の抑制効果を考慮
し、基本使用料制を導入した累進従量制を採用しています。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　業務使用料体系の設定なし

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　その他使用料体系の設定なし



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　該当ありません

　該当ありません

 イ　指定管理者制度

　西部浄化センター維持・運転管理、汚泥処分・運搬、マンホール清
掃について民間委託を実施しています。

民 間 活 用 の 状 況

　平成27年度に公表した、平成26年度決算時の「経営比較分析表」を添付しています。これを用いることで類似団体との比較、複数の指標を
組み合わせた分析を行い、経営の現状及び課題を把握することが可能となります。

【経営比較分析表から見えること】
　農業集落排水事業は、平成8年度に事業着手し、平成14年4月に供用開始、現在、建設事業は完了し維持管理へ移行しています。一般会
計からの繰入金により当年度純利益が発生している状況で、類似団体と比較しても累積欠損金比率は高く、経営状況は非常に厳しいと言え
ます。今後、公共下水道への接続による事業統合に向けて検証を行っていく予定です。

職 員 数 　公共下水道事業支弁職員が兼務

　公共下水道事業支弁職員が兼務

　該当ありません

　該当ありません

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率、管渠老朽化率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　農業集落排水事業は、平成8年度に事
業着手し、平成14年4月に供用開始、現
在、建設事業は完了し維持管理へ移行
している。
　一般会計からの繰入金により当年度
純利益が発生している状況で、類似団
体と比較しても累積欠損金比率は高
く、経営状況は非常に厳しいと言え
る。
　今後、公共下水道への接続に向けて
検証していく予定である。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　農業集落排水事業においては、平成8
年度からの事業着手のため、経年劣化
した管はない。しかし、硫化水素によ
り劣化したマンホールがあり、今後も
計画的にマンホール更生を進めてい
く。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　平成17年4月に地方公営企業法を適用
し、事業経営の健全化と経営基盤の強
化を図った。
　平成18年4月に事務事業の効率性と職
員の削減による人件費の軽減を図るた
め、水道課と下水道課の組織の統合を
行った。
　平成22年4月に経営基盤の強化を図る
ため、下水道使用料の改定をし収益の
確保を行った。
　平成25年度から当年度純利益が発生
し、累積欠損金の解消に努めていると
ころであるが、類似団体と比較して累
積欠損金比率は高く、経営の健全化に
課題があるといえる。
　今後も長期的な財政計画のも経費の
節減に努めるとともに、公共下水道へ
の接続についても検証を進めていく予
定である。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 64.67 4.25 100.00 3,090 1,375 0.59 2,330.51 【】

666.98 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2)

法適用 下水道事業 農業集落排水 F3 32,442 48.64

経営比較分析表
福岡県　岡垣町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

0.06

0.07

0.08

0.09

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.00 0.08 0.06 0.04 0.07

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 82.54 88.03 90.51 115.20 104.23

平均値 80.26 81.31 81.87 92.63 100.45

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 8.10 9.23 10.20 11.19 26.89

平均値 6.61 8.30 10.37 10.77 17.02

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

①経常収支比率(％)

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 588.29 615.11 638.27 604.02 499.45

平均値 347.42 461.69 417.55 680.39 309.62

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

3,000.00

3,500.00

4,000.00

4,500.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 894.46 208.05 113.13 4,129.44 53.57

平均値 165.97 173.77 224.58 268.19 150.67

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,800.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 978.19 912.99 1,423.38 1,567.39 1,070.07

平均値 1,316.70 1,224.75 1,144.05 1,117.11 1,161.05

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 76.92 80.30 81.99 86.00 79.99

平均値 43.24 42.13 42.48 41.04 41.08

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 211.74 203.92 198.78 196.58 205.43

平均値 338.76 348.41 343.80 357.08 378.08

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 34.62 32.74 32.74 31.57 33.18

平均値 44.78 47.19 46.59 45.82 44.36

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 84.11 86.26 86.79 86.28 86.40

平均値 73.60 73.78 72.99 71.97 70.59

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【98.75】 【205.86】 【34.63】 【992.47】

【83.79】【53.65】【295.10】【51.49】

【20.45】 【0.07】 【0.03】



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

　

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　　

○整備事業財源について
　建設改良は、企業債の借入、残る部分は受益者分担金を財源として積算しています。
○下水道使用料について
　第５次総合計画後期基本計画の人口推計を参考として、節水意識の向上や節水機器の普及により、使用料収入は減少することが予想されます。しかし、水洗化戸
数は増加し、平成26年度～平成27年度決算において使用料収入はほぼ同額となっていることから、平成29年度以降は横ばいとして見込んでいます。
○企業債について
　企業債借入金は、平成29年度における開発に伴う内浦地区整備費用に係る財源として15,200千円を借り入れるものとして積算し、それ以降は起債を予定していま
せん。
○他会計繰入金について
　国が定めた「繰出基準」に基づくものを負担金、基準外のものを補助金として計上しています。この内、補助金は企業債償還金（４条補填財源の確保）と支払利息
（３条赤字補填）へと充当するものとし繰り入れていますが、平成28年度には元利償還金がピークとなり以降は減少することから、基準外繰入金は平成32年度より見
込まないものとして積算しています。

○職員給与費について
　職員の給与水準は、地方公務員法の給与の決定原則に基づき、人事院勧告等国及び県の動向を踏まえ条例で定める額を基に積算しています。
○動力費について
　過去の実績を基に、電気料金の改定等を見込んで積算しています。
○修繕費について
　下水道ストックマネジメントを今後策定予定としていることから、今後、想定される修繕費用を積み上げて、積算しています。
○委託費について
　委託している処理場運転管理、マンホールポンプ点検、汚泥処分等の委託料を基に積算しています。
○減価償却費
　平成27年度までに取得した固定資産にかかる減価償却費に、平成28年度以降に取得予定の固定資産にかかる減価償却費を見込んで積算していま
　す。

　本事業は建設事業を完了しており、現在は維持管理に移行していますが、平成29年度は開発に伴う内浦地区整備に伴い、これに係る事業費が発生するため積算
しています。それ以降は投資的費用は見込んでいません。

　農業集落排水事業は平成８年度から事業を進め、平成14年度に供用を開始し既に13年が経過しており、平成27年度末には処理区域面積
0.59k㎡、処理区域内人口1,391人に対し水洗化人口1,212人、水洗化率87.13%となっています。現在は、建設事業を完了しており、維持管
理に移行しているところです。
　経営面では、経営基盤の強化を図るため、平成17年度から地方公営企業法の適用を行い、平成22年4月からは下水道使用料改定を実施
し、財源の確保を行いました。また、水洗化を促進するとともに、下水道業務係と上水道業務係の統合による業務の統一化、適正な建設投
資や効率的な維持管理のほか経費の節減に努めた結果、平成22年度決算において、公共下水道・農業集落排水事業・漁業集落排水事業
合計ではありますが、赤字から黒字に転換しました。しかし、節水意識の向上や節水機器の普及等により水道使用水量が減少し、それに伴
い使用料収益も減少傾向であり、公共下水道事業の利益剰余金を、本事業の累積欠損金に充てている状況が続いており、本計画策定時点
では累積欠損金を解消出来ていない状況です。今後も、長期的な財政計画のもと経費の削減に努めるとともに、公共下水道事業への統合
を含め、効率・集約化を図る必要があります。
　

○安全安心で快適な生活環境の確保
　・管渠の老朽化に伴い、既設管の維持管理及び処理場の長寿命化のため、ストックマネジメント調査・診断を行い、計画的な更新工事を進
めます。

○安定した経営基盤の確立
　・地方公営企業として、安定的な運営を維持するため、適正な収支バランスを維持すると共に、事業の効率・集約化をより一層進め、自己
　　資金の確保に努めます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
　検針事務・料金徴収業務等の民間委託の可能性について、検討を行います。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　経営戦略の進捗管理（モニタリング）は随時行うものとし、大幅な事業計画の変更等が発生する場
合はその都度見直し（ローリング）を行います。見直しをするにあたっては、 経営戦略の実行状況の
投資・財政計画との乖離やその原因に対する分析を行い、その結果を次期戦略へと反映していくこ
ととし、計画策定（Plan）、実施（Do）、検証（Check）、見直し（Action）のサイクル（PDCAサイクル）を
継続的に運用していきます。

職員給与費に関する事項
　職員の給与水準は、地方公務員法の給与の決定原則に基づき、人事院勧告等国及び
県の動向を踏まえ条例を定め、それに準じて支給を行います。

動力費に関する事項
　流入水の増が見込まれる時に、維持管理業者を常駐させ、受電電力計による管理を徹
底することで、経費の削減を図っていきます。

修繕費に関する事項
　定期点検を継続し、計画的な部品交換やオーバーホール等を実施し、機器の長寿命
化に努め、経費の削減を図っていきます。

委託費に関する事項
　処理場運転管理、マンホールポンプ点検、汚泥処分等において、委託の内容、委託料
を精査し、適切かつ効率的な維持管理を継続するため、経費の削減を図っていきます。

その他の取組 　該当ありません

薬品費に関する事項
　薬品の適合性、注入率を日常的にチェックし、適切な薬品、注入率で安定した処理を
行うことにより、経費の削減を図っていきます。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 　該当ありません

　該当ありません

　公共下水道事業に農業集落排水事業及び漁業集落排水事業を事業統合することを検
討予定としているため、当面は使用料の見直しは行わず、必要に応じて使用料改定の検
討を行う予定です。

使用料の見直しに関する事項

　該当ありません

　該当ありません

　平成29年度よりストックマネジメント計画を策定し、その計画に基づいて、改築更新費用
を実施し、投資の平準化を図ります。

　今後、農業・漁業集落排水事業施設を公共下水道事業施設へ統合することについて、
検討する予定です。

広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （決算見込）

１． (A) 22,277 22,277 22,277 22,277 22,277 22,277 22,277 22,277 22,277 22,277 22,277 22,277
(1) 22,276 22,276 22,276 22,276 22,276 22,276 22,276 22,276 22,276 22,276 22,276 22,276
(2) (B)
(3) 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

２． 54,793 52,916 54,833 53,253 51,949 52,245 42,343 41,340 40,886 40,577 40,195 40,002
(1) 29,238 27,384 29,893 28,896 28,902 29,369 19,841 19,841 19,841 19,841 19,841 19,841

21,238 21,327 21,284 21,234 21,187 21,139 19,841 19,841 19,841 19,841 19,841 19,841
8,000 6,057 8,609 7,662 7,715 8,230

(2) 25,528 25,498 24,901 24,335 23,016 22,593 22,219 21,216 20,762 20,453 20,071 19,878
(3) 27 34 39 22 31 283 283 283 283 283 283 283

(C) 77,070 75,193 77,110 75,530 74,226 74,522 64,620 63,617 63,163 62,854 62,472 62,279
１． 63,391 59,865 60,696 62,063 59,526 59,316 58,462 56,823 56,676 56,169 55,546 55,242
(1)

(2) 21,293 17,875 19,681 21,997 21,747 22,231 21,995 21,995 22,614 22,614 22,614 22,614
4,211 4,211 4,670 4,893 4,893 4,893 4,893 4,893 4,893 4,893 4,893 4,893
2,338 2,338 2,806 4,178 4,178 4,178 4,178 4,178 4,178 4,178 4,178 4,178

60 60 97 97 97 97 97 97 97 97 97 97
14,684 11,266 12,108 12,829 12,579 13,063 12,827 12,827 13,446 13,446 13,446 13,446

(3) 42,098 41,990 41,015 40,066 37,779 37,085 36,467 34,828 34,062 33,555 32,932 32,628
２． 10,551 10,038 9,572 9,021 8,681 8,113 7,521 6,917 6,301 5,672 5,025 4,367
(1) 10,505 9,974 9,432 8,880 8,530 7,962 7,370 6,766 6,150 5,521 4,874 4,216
(2) 46 64 140 141 151 151 151 151 151 151 151 151

(D) 73,942 69,903 70,268 71,084 68,207 67,429 65,983 63,740 62,977 61,841 60,571 59,609
(E) 3,128 5,290 6,842 4,446 6,019 7,093 △ 1,363 △ 123 186 1,013 1,901 2,670
(F)
(G)
(H)

3,128 5,290 6,842 4,446 6,019 7,093 △ 1,363 △ 123 186 1,013 1,901 2,670
(I) △ 131,852 △ 111,262 △ 99,128 △ 94,681 △ 88,662 △ 81,569 △ 82,932 △ 83,055 △ 83,178 △ 82,992 △ 81,979 △ 80,078
(J) 16,048 24,168 30,921 44,384 51,625 58,857 42,572 26,287 △ 4,538 △ 35,668 △ 66,557 △ 97,124

2,360 2,097 2,676 3,210 3,210 3,210 3,210 3,210 3,210 3,210 3,210 3,210
(K) 29,956 30,735 31,198 32,150 32,732 33,324 33,928 34,544 35,676 33,047 32,743 32,399

29,847 30,388 30,941 32,035 32,617 33,209 33,813 34,429 35,561 32,932 32,628 32,284

109 347 257 115 115 115 115 115 115 115 115 115
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 22,277 22,277 22,277 22,277 22,277 22,277 22,277 22,277 22,277 22,277 22,277 22,277

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

△ 359△ 592 △ 499 △ 445 △ 425 △ 398 △ 366 △ 372 △ 373 △ 373 △ 373 △ 368

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

平成29年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． 15,200

２．

３． 13,090 12,943 12,392 22,842 15,488 15,207

４． 2,510 2,557 2,608 2,658 2,705 2,754 3,713 3,713 3,713 3,713 3,713 3,713

５．

６．

７．

８． 325 1,610 400 800 200 200 200 200 200 200 200 200

９．

(A) 15,925 17,110 15,400 41,500 18,393 18,161 3,913 3,913 3,913 3,913 3,913 3,913

(B)

(C) 15,925 17,110 15,400 41,500 18,393 18,161 3,913 3,913 3,913 3,913 3,913 3,913

１． 2,128 1,255 1,217 17,634

２． 29,315 29,847 30,388 30,941 32,035 32,617 33,209 33,813 34,429 35,561 36,208 36,656

３．

４．

５．

(D) 31,443 31,102 31,605 48,575 32,035 32,617 33,209 33,813 34,429 35,561 36,208 36,656

(E) 15,518 13,992 16,205 7,075 13,642 14,456 29,296 29,900 30,516 31,648 32,295 32,743

１． 15,375 13,899 16,144 5,828 13,642 14,456 29,296 29,900 30,516 31,648 32,295 32,743

２．

３．

４． 143 93 61 1,247

(F) 15,518 13,992 16,205 7,075 13,642 14,456 29,296 29,900 30,516 31,648 32,295 32,743

(G)

(H) 559,574 529,727 499,339 468,398 436,363 403,746 370,537 336,724 302,295 266,734 230,526 193,870

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

29,238 27,384 29,893 28,896 28,902 29,369 19,841 19,841 19,841 19,841 19,841 19,841

21,238 21,327 21,284 21,234 21,187 21,139 19,841 19,841 19,841 19,841 19,841 19,841

8,000 6,057 8,609 7,662 7,715 8,230

15,600 15,500 15,000 25,500 18,193 17,961 3,713 3,713 3,713 3,713 3,713 3,713

2,510 2,557 2,608 2,658 2,705 2,754 3,713 3,713 3,713 3,713 3,713 3,713

13,090 12,943 12,392 22,842 15,488 15,207

44,838 42,884 44,893 54,396 47,095 47,330 23,554 23,554 23,554 23,554 23,554 23,554

平成37年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度平成29年度本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

平成36年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

平成34年度 平成35年度 平成36年度

他 会 計 負 担 金

平成37年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度


